
 

 

国外に
居住

表１　相続税・贈与税の納税義務の範囲

国外に居住

日本国籍あり

5年以内 ５年超
日本国籍なし

相続人（相続を受ける者）

国内に居住

日本国籍なし

すべての
相続財産

平成25年改正

国内に居住

５年超

５年以内

被相続人（相続をする者）

すべての
相続財産

すべての
相続財産

すべての
相続財産

国内財産
のみ

国内財産
のみ

平成12年改正
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ＩＴを利用した業務効率を考える 

はじめに 

 

皆様、新年明けましておめでとうございます。 
本年もよろしくお願い申し上げます。 
さて、今月と来月は IT を利用した業務効率化につい

て解説します。 
ただし上場企業のように、IT を利用し高度に業務効

率化が徹底されている会社は除きます。 
公認会計士から見て、様々な企業を訪問すると IT を

利用すれば簡単にかつ明日にでも業務効率が上がると
感じる会社はいっぱいあります。 
それも Excel でちょっとした関数を書くだけで確実

に残業時間が減り、みんな喜ぶのにと思うことは 1 週
間に一度はあります(大げさな表現ではなく本当で
す)。 
 

事例 年商 15 億円の旅館業の場合 
 
年商15億円と中規模から大規模な旅館を営んでいる

会社です。 
この会社の場合、税理士に月額 15 万円で記帳代行を

外注していました。年間 180 万円にもなります。この
180 万円は、記帳代行料だけで、税務顧問料は別料金で
す。税務顧問料と記帳代行料の合計で、かなりの金額
を税理士に毎年支払っています。何とか安くしてもら
えないかと私のところに依頼があったのがきっかけで
す。 
まずこの会社のシステム導入状況のヒアリングから

始めました。驚いたことに予約管理システムや食材仕
入、従業員の勤怠システム、売上管理(予約管理)シス
テム、飲食 POS などかなりの IT 化が進んでいます。で
も一向に業務効率に結びつかず勤務時間も減ってない
のです。 
1 日中視察し、従業員にインタビューした結果、主な

原因が分かりました。システムごとのデータ連携がな
かったのです。 
ですから、単純にデータ連携をしてあげれば良いの

です。 
 

バラバラのシステムをデータ連携で解決 
 

最近のシステムは、Excel(csv)ファイルとしてデー
タを取り出すことができます。取り出したデータをほ
んのちょっと加工すれば、自動で会計システムへ取り
込むことができます。 
従来の税理士による記帳代行の方法は、システムご

とのデータをすべて紙に出力し、税理士が会計システ
ムへ仕訳を手入力していて、非効率で時間もかかって
いました(図 1)。 

 
 
 

 
図 1 

 

 
これをボタン一つで会計システムへ取り込めるcsvフ

ァイルを作成できるExcelのマクロプログラムを私が作
成しました(図 2)。 

 
＜新しい方法＞図 2 

 
 
細かい点は他にもありましたが、マクロプログラムを

書くだけで、この会社は自計化に成功しました。 
おかげで記帳代行料は年間 10 万円まで削減すること

ができました。従来は年間 180 万円の記帳代行料でした
から、年間 170 万円の節約です。 
 さらに売上管理システムに入力されたデータを元に
料理部門・宴会部門など従来はできなかった部門別損益
もすぐに作成できるようになりました。 
この結果、経営者は意思決定に有用な資料をもとに、

自社の経営資源(ヒト・モノ・カネ)をどの部分に重点的
に配分するかも判断できるようになりました。 

 
今回は旅館業でお伝えしました。 
Excel を使った業務効率化は建設業にも応用すること

ができます。 
次回はExcelを使った建設業の業務効率化についてお

伝えします。 
 

公認会計士 李顕史 
http:// lee-kaikei.jp/ 

 


